
 ～ 製造品出荷額等，付加価値額とも前年と比べて減少 ～ 

 製造品出荷額等は 10兆 397億円で全国 11位，付加価値額は２兆 9125 億円で全国 13位 

□ 製造品出荷額等は前年より７億円減少し，中国・四国・九州地方では平成 15年以来 15年 

  ぶりに１位から 2位へ（全国 10位の福岡県と入れ替わり） 

□ 付加価値額は前年より 2655億円減少したものの，中国・四国・九州地方で 8年連続 1位 

 

 

 

令和元年工業統計調査 調査結果の概要（従業者 4人以上の事業所） 

 

１ 概況 

 

 
 
 
 
 
 
 
  
 

 事業所数は 3 年連続で減少し，従業者数は 6 回連続の増加となった。製造品出荷額等は２年ぶ

り，付加価値額は３年連続の減少となった。 

 製造品出荷額等は全国 11位（前年 10位），付加価値額は全国 13位（前年 11位）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：所，人，％） （従業者4人以上の事業所）

前年比 前年比

平成20年  6 157   0.9  220 032 △  1.1
平成21年  5 638 △  8.4  205 008 △  6.8
平成22年  5 490 △  2.6  206 653   0.8

平成24年(※)  5 814   5.9  207 384   0.4
平成24年  5 346 △  8.0  204 366 △  1.5
平成25年  5 194 △  2.8  206 133   0.9
平成26年  5 086 △  2.1  209 515   1.6

平成28年(※)  5 661   11.3  211 902   1.1
平成29年  4 920 △  13.1  215 192   1.6
平成30年  4 802 △  2.4  216 899   0.8
令和元年  4 688 △  2.4  220 240   1.5

年　次
事業所数 従業者数

表２　事業所数及び従業者数の年次別推移

注１：(※)付きの年次は経済センサス‐活動調査の数値、その他の年次は
　　　工業統計調査の数値である。

　２：(※)付き24年は平成24年２月１日現在、(※)付き28年は平成28年
　　　６月１日現在、平成26年以前の(※)無しの年次は同じ年の12月31日
　　　現在，平成29年以降は同じ年の６月１日現在の数値である。

　３：平成28年の前年比は，「26年比」である。

 

（1）事業所数・従業者数 

 

事業所数は 4688 事業所で，前年と比較

して 2.4%減少した〔114 事業所減〕（表 2，

図 4）。令和元年の事業所数の全国順位は 15

位で，前年の14位から順位を1つ下げた（表

1）。 

 

従業者数は 22 万 240 人で，前年と比較

して 1.5%増加した〔3341人増〕（表 2，図

4）。令和元年の従業者数の全国順位は 10位

で，前年と同順位であった（表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 （2）製造品出荷額等・付加価値額 

 

製造品出荷額等は 10兆 397億円で，前

年と比較して 0.0%減少した〔7億円減〕（表

3，図 5）。平成 30年の製造品出荷額等の全

国順位は 11位で，前年の 10位から順位を

1つ下げた（表 1，図 1・5）。 

 

付加価値額は２兆 9125 億円で，前年と

比較して 8.4%減少した〔2655億円減〕（表

3，図 5）。平成 30年の付加価値額の全国順

位は 13位で，前年の 11位から順位を 2つ

下げた（表 1，図 2・5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 産業別の状況 

（１）事業所数 ～上位 3 業種は金属製品，生産用機器，食料～ 

事業所数は 4688事業所となり，３年連続の減少となった（前年比 2.4%減〔114事業所減〕）。 

産業中分類別で事業所数が最も多いのは金属製品（641 事業所，構成比 13.7％）で，次いで

生産用機器（565 事業所，構成比 12.1％），食料（548 事業所，構成比 11.7％）の順となった。

上位 3業種は前年と同じ順位で，全体の 4割近く（37.4％）を占めている（図 6・表 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのは金属製品（6事業所増），化学（3事業所増），電子部品（1事業

所増）であり，減少したのは食料（21 事業所減），生産用機器（16 事業所減），繊維（14 事業

所減）など 18業種であった。飲料，石油，なめし革には増減がなかった（表 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）従業者数 ～上位 3 業種は輸送用機器，食料，生産用機器～ 

従業者数は 22万 240人となり，６回連続の増加となった（前年比 1.5％増〔3341人増〕）。 

産業中分類別で従業者数が最も多いのは輸送用機器（5万 3024人，構成比 24.1％）で，次い

で食料（2 万 8438 人，構成比 12.9％），生産用機器（2 万 3597 人，構成比 10.7％）の順とな

った。上位 3業種は前年と同じ順位で，全体の 5割近く（47.7％）を占めている（図 7・表 6）。 

 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのはプラスチック（1053人増），輸送用機器（902人増），金属製品

（730人増）など 14業種であり，減少したのは生産用機器（455人減），電子部品（388人減），

木材（320人減）など 10業種であった（表 7）。 

 

 

 

 

 

 

 



（３）製造品出荷額等 ～上位 3 業種は輸送用機器，鉄鋼，生産用機器～ 

製造品出荷額等は 10 兆 397 億円となり，2 年ぶりの減少となった（前年比 0.0％減〔7 億円

減〕）。 

産業中分類別で製造品出荷額等が最も多いのは輸送用機器（3 兆 5038 億円，構成比 34.9％）

で，次いで鉄鋼（1兆 3213億円，構成比 13.2％），生産用機器（9131億円，構成比 9.1％）の

順となった。上位 3業種は前年と同じ順位で，全体の 6割近く（57.2％）を占めている（図 8・

表 8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのは鉄鋼（569 億円増），プラスチック（386 億円増），はん用機器

（370 億円増）など 14 業種であり，減少したのは輸送用機器（1085 億円減），電子部品（604

億円減），木材（162億円減）など 10業種であった（表 9）。 

 

 

 

 

 

 



（４）付加価値額 ～上位 3 業種は輸送用機器，生産用機器，食料～ 

付加価値額は，２兆 9125 億円となり，３年連続の減少となった（前年比 8.4％減〔2655 億

円減〕）。 

産業中分類別で付加価値額が最も多いのは輸送用機器（8476億円，構成比 29.1％）で，次い

で生産用機器（2714億円，構成比 9.3％），食料（2307億円，構成比 7.9％）の順となった。上

位 3 業種は，前年と同じ順位となった。上位 3 業種で，全体の 5 割近く（46.3％）を占めてい

る（図 9・表 10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのはプラスチック（249 億円増），電気機器（141 億円増），情報機

器（101億円増）など 14業種であり，減少したのは輸送用機器（2364億円減），生産用機器（447

億円減），鉄鋼（417億円減）など 10業種であった（表 11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（５）現金給与総額 ～６年連続で増加～ 

現金給与総額は 1兆 441億円となり，６年連続の増加となった（前年比 1.8％増〔180億円増〕）

（図 10，表 12）。 

産業中分類別で現金給与総額が最も多いのは輸送用機器（2985億円，構成比 28.6%）で，次

いで生産用機器（1237億円，構成比 11.8%），食料（828億円，構成比 7.9%）の順となってお

り，上位 3業種で，全体の 5割近く（48.4%）を占めている。 

前年と比較して増加したのはプラスチック（前年比 10.6％増〔60億円増〕），輸送用機器（前

年比 1.9％増〔56億円増〕），金属製品（前年比 9.0％増〔50億円増〕）など 11業種であり，減

少したのは生産用機器（前年比 1.8％減〔22億円減〕），電子部品（前年比 3.6％減〔14億円減〕），

業務用機器（前年比 10.9％減〔14億円減〕）など 13業種であった。（図 11，表 12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（６）原材料使用額等 ～２年連続で増加～ 

原材料使用額等は 6兆 8913億円となり，2年連続の増加となった（前年比 3.1％増〔2042億

円増〕）（図 12，表 13）。 

産業中分類別で原材料使用額等が最も多いのは輸送用機器（2 兆 6815 億円，構成比 38.9％）

で，次いで鉄鋼（1兆 1361億円，構成比 16.5％），生産用機器（6254億円，構成比 9.1%）の

順となっており，上位 3業種で，全体の 6割以上（64.5%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは鉄鋼（前年比 8.9％増〔928億円増〕），輸送用機器（前年比 3.4％

増〔874億円増〕），はん用機器（前年比 14.1％増〔325億円増〕）など 14業種であり，減少し

たのは電子部品（前年比 33.6％減〔611億円減〕），木材（前年比 14.3％減〔120億円減〕），化

学（前年比 3.4％減〔82億円減〕）など 10業種であった（図 13，表 13）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（７）有形固定資産投資総額（従業者 30 人以上の事業所） ～２年ぶりに増加～ 

有形固定資産投資総額は 6047億円となり，２年ぶりの増加となった（前年比 43.2％増〔1824

億円増〕）（図 14，表 14）。 

産業中分類別で有形固定資産投資総額が最も多いのは電子部品（2641 億円，構成比 43.7%）

で，次いで輸送用機器（854 億円，構成比 14.1%），鉄鋼（690 億円，構成比 11.4％）の順と

なっており，上位 3業種で，全体の約７割（69.2%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは電子部品（前年比 303.9％増〔1987 億円増〕），生産用機器（前

年比 38.7％増〔86億円増〕），プラスチック（前年比 49.7％増〔85億円増〕）など 10業種であ

り，減少したのは輸送用機器（前年比 22.9％減〔254億円減〕），鉄鋼（前年比 7.7％減〔57億

円減〕），電気機器（前年比 30.7％減〔48億円減〕）など 12業種であった（図 15，表 14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（８）工業用地（従業者 30 人以上の事業所） 

事業所敷地面積は，4346万 7324㎡（前年比 0.7％減〔28万 8272㎡減〕）となった。 

産業中分類別で事業所敷地面積が最も大きいのは鉄鋼（1143万 1132㎡，構成比 26.3％）で，

次いで輸送用機器（1125 万 2033 ㎡，構成比 25.9％），化学（332 万 6648 ㎡，構成比 7.7％）

の順となっており，上位 3業種で，全体の約 6割（59.9%）を占めている（図 16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（９）工業用水（従業者 30 人以上の事業所） 

１日当たりの工業用水使用量（淡水）は，87万 5027㎥（前年比 1.4％減〔1万 2228 ㎥減〕）

となった。 

産業中分類別で工業用水使用量（淡水）が最も多いのは鉄鋼（39万 6840㎥，構成比 45.4％）

で，次いで化学（17万 2749㎥，構成比 19.7％），紙製品（16万 6044㎥，構成比 19.0%）の

順となっており，上位 3業種で，全体の 8割以上（84.1%）を占めている（図 17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 従業者規模別の状況 

（１）事業所数 ～100 人未満規模の事業所が９割以上を占める～ 

事業所数が最も多いのは従業者規模「10～29人」（1983事業所，構成比 42.3％）で，次いで

「4～9 人」（1530 事業所，構成比 32.6％），「30～99 人」（809 事業所，構成比 17.3％）の順

となっており，100 人未満規模の事業所数が 4322 事業所と全体の 9 割以上（92.2％）を占め

ている（図 18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業者数 ～100 人以上規模の事業所が６割近くを占める～ 

従業者数が最も多いのは従業者規模「300 人以上」（8 万 9702 人，構成比 40.7％）で，次い

で「30～99 人」（4 万 3557 人，構成比 19.8％）の順となった。100 人以上規模の事業所にお

ける従業者数は 13万 2743人と全体の約 6割（60.3％）を占めている（図 19）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）製造品出荷額等 ～100 人以上規模の事業所が約８割を占める～ 

製造品出荷額等が最も多いのは従業者規模「300 人以上」（6 兆 4118 億円，構成比 63.9％）

で，次いで「100～299 人」（1 兆 6875 億円，構成比 16.8％）の順となっており，100 人以上

規模の事業所における製造品出荷額等が 8兆 993億円と全体の約 8割（80.7％）を占めている

（図 20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）付加価値額 ～100 人以上規模の事業所が８割近くを占める～ 

付加価値額が最も多いのは従業者規模「300 人以上」（1 兆 5796 億円，構成比 54.2％）で，

次いで「100～299 人」（5980 億円，構成比 20.5％）の順となっており，100 人以上規模の事

業所における付加価値額が 2兆 1776億円と全体の７割以上（74.8％）を占めている（図 21）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 市町別の状況 

 （１） 事業所数 ～福山市，広島市，東広島市で６割近くを占める～ 

市町別で事業所数が最も多いのは福山市

（1140 事業所，構成比 24.3％）で，次いで

広島市（1126事業所，構成比 24.0％），東広

島市（417 事業所，構成比 8.9％）の順とな

っており，この 3市で全体の 6割近く（57.2％）

を占めている（図 22）。 

前年と比較して増加したのは呉市（6 事業

所増），庄原市（1 事業所増），江田島市（1

事業所増）など 4市町であり，減少したのは

福山市（41事業所減），広島市（35事業所減），

府中市（9 事業所減）など 18 市町であった。

世羅町には増減がなかった（表 15）。 

 

 

 

（２） 従業者数 ～広島市，福山市，東広島市で５割以上を占める～ 

市町別で従業者数が最も多いのは広島市

（5万 6341人，構成比 25.6％）で，次いで

福山市（4万 355人，構成比 18.3％），東広

島市（2万 2619人，構成比 10.3％）の順と

なっており，この 3 市で全体の 5 割以上

（54.2％）を占めている（図 23）。 

前年と比較して増加したのは東広島市

（1458人増），広島市（607 人増），尾道市

（426人増）など 14市町で，減少したのは

呉市（233 人減），北広島町（72 人減），竹

原市（48人減）など9市町であった（表16）。 

 

 

 



 

 （３） 製造品出荷額等 ～広島市，福山市，呉市で約６割を占める～ 

市町別で製造品出荷額等が最も多いのは

広島市（3兆 1667億円，構成比 31.5％）

で，次いで福山市（1 兆 7930 億円，構成

比 17.9％），呉市（1 兆 963 億円，構成比

10.9％）の順となっており，この 3市で全

体の約６割（60.3％）を占めている（図

24）。 

前年と比較して増加したのは福山市

（672 億円増），東広島市（172 億円増），

坂町（143 億円増）など 11 市町で，減少

したのは広島市（408億円減），府中町（263

億円減），尾道市（223億円減）など 12市

町であった（表 17）。 

 

（４） 付加価値額 ～広島市，呉市，福山市で６割近くを占める～ 

市町別で付加価値額が最も多いのは広島市

（9256 億円，構成比 31.8％），次いで呉市

（4018 億円，構成比 13.8％）福山市（3779

億円，構成比 13.0％），の順となっており，

この 3 市で全体の 6 割近く（58.6％）を占め

ている（図 25）。 

前年と比較して増加したのは府中市（122

億円増），東広島市（103億円増）安芸高田市

（79 億円増）など 10 市町で，減少したのは

広島市（2080 億円減），呉市（651 億円減），

府中町（118億円減）など 13市町であった（表

18）。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


